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長野市障害者自立生活訓練事業実施要綱

（趣旨）

第１ この要綱は、障害者等の福祉の増進を図るため、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第 123号。以下「支援法」とい

う。）第77条の地域生活支援事業として行う障害者等に対する日常生活上必要な訓

練（以下「自立生活訓練」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとす

る。

（用語の定義）

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。

(1) 障害者 身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283号）第15条第４項の規定によ

り身体障害者手帳の交付を受けている者、療育手帳交付要綱（昭和50年長野県告

示第 192号）の規定により療育手帳の交付を受けている者、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律（昭和25年法律第 123号）第45条第２項の規定により精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けている者又は精神障害を支給事由とする年金

たる給付若しくは特別障害者給付金を現に受けている者で、満18歳以上であるも

の（満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者を除く。以下同

じ。）をいう。

(2) 難病患者等 支援法第４条第１項に規定する治療方法が確立していない疾病そ

の他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣

が定める程度である者であって満18歳以上であるものをいう。

(3) 障害者等 障害者及び難病患者等をいう。

(4) グループホーム 支援法第５条第17項に規定する共同生活援助を実施する施設

及び市長が別に認める施設をいう。

（自立生活訓練の対象者）

第３ 自立生活訓練事業の対象となる者は、本市に住所を有する障害者等又は居住地

特例適用者（支援法第19条第３項の規定により本市の支給決定を受けている障害者

等をいう。）で次の各号のいずれかに該当するものとする。

(1) 当該年度又は翌年度からグループホームでの共同生活、アパート等での単身生

活等、地域において自立した生活を予定するものとし、かつ、ケアプラン作成事

業により自立生活訓練が必要であると認められたもの

(2) 入院又は入所等の理由により、自立生活訓練に必要となる自立支援給付等が受

けられない者で、障害者ケアマネジメント従事者（国又は都道府県実施の講習会

の修了者をいう。以下「ケアマネ従事者」という。）により自立生活訓練が必要

であると認められたもの

（自立生活訓練実施事業者）

第４ 障害者自立生活訓練実施事業者（以下「実施事業者」という。）は、障害福祉

サービス事業所（支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービスの事業を行う事

業所をいう。）又は地域活動支援センターのうち、次に掲げる要件を満たすもの
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で、市長が指定したものとする。

(1) 適切に自立生活訓練を行うために、利用者の障害の特性に応じた施設・設備を

有すること。

(2) 利用者の障害の特性に応じ、年間を通して継続的に自立生活訓練を行うことが

できること。

(3) 適切に自立生活訓練を行うための人員配置が確保されていること。

２ 前項の規定による市長の指定を受けようとする者は、障害者自立訓練事業実施申

出書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。

（自立生活訓練の内容）

第５ 自立生活訓練の内容は、日常生活に必要な技能の修得のほか市長が必要と認め

る訓練とする。

２ 自立生活訓練は、実施事業者の施設・設備において行うものとする。ただし、自

立生活訓練の内容により市長が認める場合は、この限りでない。

３ 実施事業者は、自立生活訓練の実施に当たり、ケアマネ従事者に利用者の自立生

活訓練プログラムを作成させ、かつ、プログラム並びに次項及び第５項の規定に基

づき、適切に自立生活訓練を行わせるものとする。

４ ケアマネ従事者は、前項の規定によるプログラムの作成に当たって、利用者に対

し、当該プログラムについて説明するとともに、その同意を得るものとする。

５ ケアマネ従事者は、プログラムの作成後においては、その実施状況の把握を行う

とともに、利用者について解決すべき課題を把握し、必要に応じてプログラムの見

直しを行うものとする。

（自立生活訓練の期間）

第６ 自立生活訓練事業の期間は１年とし、１人の対象者が受けることができる自立

生活訓練は、24日を限度とする。ただし、市長が必要と認める場合は、自立生活訓

練の期間をさらに１年延長できるものとする。

（利用の申請）

第７ 自立生活訓練事業を利用しようとする者は、長野市障害者自立生活訓練事業利

用申請書（様式第２号）に長野市障害者自立生活訓練プログラム（様式第３号）を

添えて市長に提出するものとする。

（利用の決定）

第８ 市長は、第７に規定する申請書の提出があったときは、当該申請書の審査及び

実地調査等により申請者の実状を調査した上で訓練の可否を決定し、その旨を申請

者に通知するものとする。

（費用負担）

第９ 市長は、自立生活訓練事業を利用した者（以下「利用者」という。）に対し

て、当該訓練に要した費用（飲食費、交通費その他の実費を除く。）の一部を支給

するものとする。

２ 前項の規定により支給する額は、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除

して得た額とする。

(1) 別表に定める基準により算定した額
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(2) 次のア又はイに掲げる利用者の区分に応じ、当該ア又はイに定める額

ア イに掲げる者以外の利用者 前号の額の 100分の10に相当する額

イ 次のいずれかに該当する利用者 零

(ｱ) 利用者及びその配偶者が自立生活訓練事業の利用のあった月の属する年度

（自立生活訓練事業の利用のあった月が４月から６月までの場合にあって

は、前年度）分の地方税法（昭和25年法律第 226号）の規定による市町村民

税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）を課されない者（市

町村（特別区を含む。）の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除

された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地

に住所を有しない者を除く。）

(ｲ) 利用者及び当該利用者と同一の世帯に属する者が自立生活訓練の利用の

あった月において被保護者（生活保護法（昭和25年法律第 144号）第６条第

１項に規定する被保護者をいう。）又は要保護者（同条第２項に規定する要

保護者をいう。）である利用者

３ 前２項の規定により市が支給する費用の額の総額は、対象者１人につき15万

2,640円を限度とする。

４ 第２項第２号アの額及び自立生活訓練に要する飲食費、交通費その他の実費は、

実施事業者が利用者に請求し、当該利用者が当該実施事業者に支払うものとする。

（自立生活訓練事業費の支払）

第10 第９第１項から第３項までの規定により市長が支給する額は、市長が当該自立

生活訓練利用者に代わり実施事業者に支払うものとする。

２ 前項の規定による支払があったときは、自立生活訓練利用者に対し、自立生活訓

練事業費の支給があったものとみなす。

３ 実施事業者は、第１項の規定による支払を受けようとするときは、長野市障害者

自立生活訓練事業費請求書（様式第４号）に長野市障害者自立生活訓練実施確認票

（様式第５号）を添えて、市長に請求するものとする。

（実施事業者等の義務）

第11 実施事業者は、利用者の健康状態、衛生管理等に十分に配慮して、適切に訓練

を行うものとする。

２ 実施事業者は、利用者等の人格を尊重するとともに、訓練を通じて知り得た秘密

を守るものとする。

（補則）

第12 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則（平成16年９月22日長野市告示第 572号）

この要綱は、告示の日から施行する。

附 則（平成17年４月11日長野市告示第 247号）

この要綱は、告示の日から施行し、平成17年４月１日から適用する。

附 則（平成17年６月30日長野市告示第 419号）

この要綱は、告示の日から施行する。
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附 則（平成21年３月31日長野市告示第 147号）

（施行期日）

１ この要綱は、平成21年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の長野市障害者自立生活訓練事業

実施要綱第４の規定により市長が認めている者は、この要綱による改正後の長野市

障害者自立生活訓練事業実施要綱第４第１項に規定する障害者自立訓練実施事業

者とみなす。

附 則（平成25年10月15日長野市告示第 698号）

この要綱は、告示の日から施行する。

附 則（平成29年12月27日長野市告示第 577号）

（施行期日）

１ この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の長野市障害者自立生活訓練事業実施要綱の規定は、この

要綱の施行の日以後に受理した申請に係る自立生活訓練の実施から適用し、同日前

に受理した申請に係る自立生活訓練の実施については、なお従前の例による。

附 則（平成30年９月７日長野市告示第 460号）

（施行期日）

１ この要綱は、告示の日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の長野市障害者自立生活訓練事業実施要綱の規定は、平成

30年９月１日以後に係る訓練の実施から適用し、同日前に係る訓練の実施について

は、なお従前の例による。

附 則（令和３年３月31日長野市告示第 165号）

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の長野市自立生活訓練実施要綱第９第２項の規定は、令和

３年７月１日以後に係る訓練の実施から適用し、同日前に係る訓練の実施について

は、なお従前の例による。

３ この要綱の施行の際現に存する用紙は、当分の間必要な補正を加えて、これを使

用することができる。
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別表

サービス種別 利用時間 支給額

日中活動・宿泊
１時間あたり 795円

８時間以上（１日） 6,360円

ホームヘルプ

30分未満 800円

30分以上１時間未満 1,500円

１時間以上１時間30分未満 2,250円

１時間30分以上
2,950円に30分を増すご

とに 700円を加算
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様式第１号（第４関係）

障害者自立生活訓練実施事業実施申出書

年 月 日

（宛先）長野市長

申出者 住 所

（法人名）

氏 名

連絡先 電 話

ＦＡＸ

長野市障害者自立生活訓練事業の実施事業者として、下記のとおり申し出ます。

記

１ 事業者名（訓練場所）

２ 所在地

３ 自立生活訓練の内容（サービス種別）

４ 支援員

５ 添付書類

(1) 施設の平面図

(2) 支援員の履歴書

(3) その他市長が必要と認める書類
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様式第２号（第７関係）

長野市障害者自立生活訓練事業利用申請書

年 月 日

（宛先）長野市長

申請者 住 所

氏 名

（利用者との続柄）

連絡先

長野市障害者自立生活訓練事業実施要綱第７の規定により、事業の実施を利用し

たいので申請します。

また、利用者負担額の審査等を行うために限り、利用者及び配偶者の住民基本台

帳情報、地方税関係情報及び生活保護情報について調査し、並びに取得した情報を

必要な範囲で利用することに同意します。

添付書類 (1) 自立生活訓練プログラム（様式第３号）

(2) ケアプラン作成事業によるケアプランの写し

利 用 者

住 所

（連絡先電話番号）

氏 名

生年月日 年 月 日生

個人番号

訓練を希望

す る 施 設

（訓練実施

事業者）

所在地

（連絡先電話番号）

名称

代表者の

職・氏名

移行予定の

グ ル ー プ

ホーム等

所在地

（連絡先電話番号）

名 称

運営主体

移行時期 年 月

必要な訓練の概要
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様式第３号（第７関係）

年 月 日

長野市障害者自立生活訓練プログラム

利用者氏名

訓練実施事業者

名称

グループホーム

入居予定時期
年 月

訓練予定期間 年 月 日から 年 月 日まで （ 日）

訓練時期 訓 練 内 容

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

プログラム作成者
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様式第４号（第10関係）

長野市障害者自立生活訓練事業費請求書

年 月 日

（宛先）長野市長

事業所の所在地

事業所の名称

職・氏名

連絡先（電話）

事業所番号

長野市障害者自立生活訓練事業実施要綱第９の規定により、 年 月分の自

立生活訓練事業費として 円を請求します。

１ 利用件数 件

２ 送金先

３ 添付書類

長野市障害者自立生活訓練実施確認票（様式第５号）

事務担当者氏名

ゆうちょ

銀行以外

の金融機

関

口座名義人

（カタカナで記入）

銀行・金庫

信組・農協

支店

支所

出張所

預金種別 口座番号（右詰めで記入してください。）

普通・当座

ゆうちょ

銀行

口座名義人

（カタカナで記入）

記号 番号（右詰めで記入してください。）
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様式第５号（第10関係）

長野市障害者自立生活訓練実施確認票

年 月 日

年 月分

注１ 本票は、利用者ごとに別葉としてください。

２ 「利用者負担割合」及び「サービス種別」は、該当する□にレ印を記載して

ください。

３ 利用時間数欄は、日中活動・宿泊の場合、８時間未満は時間数を記載し、８

時間以上は１日に○印をつけてください。

４ 同一の利用者に係る費用の請求について、確認票が複数にわたる場合は、最

後の１枚に合計を記載してください。

５ 自立生活訓練の利用後に、当該利用内容について利用者の確認を受けてくだ

さい。

利用者氏名 利用者負担割合
□ 100分の10

□ 零

訓練実施事業者名称

サービス種別
実施期間

支給額
利用者

負担額

利用者

確認欄日 曜日 開始時間 終了時間 利用時間

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

□日中活動・宿泊

□ホームヘルプ
： ：

時間 分

１日

合計
時間 分

日

Ａ Ｂ

助成額 Ａ－Ｂ＝ 円


